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外務省アジア大洋州局南部アジア部南西アジア課長 

  長谷部 潤 

はじめに 

2021年7月の外務省の人事異動により、現職に着任した。南西アジア課で仕事をするのは約15年ぶり、2回

目となる。前回勤務時には、台頭するインドとの間で、「戦略的グローバル・パートナーシップ」への格上げ、首

脳の相互年次往来の決定、経済連携協定交渉立ち上げ等に携わった。その後、インドはその政治的・経済的な重

みを着実に増し、両国の政官民の関係者の努力により、日印関係もまた大きな飛躍を遂げてきたことを感じてい

る。 

他方、直近の1年間に目を向けると、インド情勢も日印関係も、新型コロナウイルス感染症の影響を抜きに語

ることはできない。インド国内では、この原稿を執筆している2021年8月中旬時点の累計感染者数は約3,230

万人である。極めて深刻な第二波も発生し、インドも日本も国際社会もデルタ株の影響への対応に追われること

にもなった。外交の現場でも、日印両国を含め、対面での外交は一定の制約を余儀なくされた。 

新型コロナ感染症を巡る今後の状況は未だ予断を許さないが、ワクチン接種の世界的な進展に伴い、外交も正

常化していくことが期待される。かかる時期に、本稿では、過去1年間に起こった主な出来事を記録として綴り、

コロナ後も見据えた「特別戦略的グローバル・パートナーシップ」を考えていく上での資料としたい。なお、執

筆者は7月に現職に着任したことから、本稿の大部分を占めるそれ以前の動きについては、南西アジア課の菊池

将稔氏をはじめとする課員諸氏の助けを得て執筆したものであることを申し添える。 

 

I．新型コロナウイルス感染症を巡る状況と対応を振り返る 

1．第一波、収束へ 

2020年9月、インドは新型コロナウイルス感染症の第一波に直面した。インド国内の1日あたり新規感染者

数は、同年9月中旬に約9万人を記録し、累計感染者数は約500万人にまで達した。その後は、落ち着きを取り

戻し始め、1日あたり約1万人の新規感染者数に留まる日が増えていった。首都デリーにおいても、1日の新規

感染者数が100人前後で推移する日もあり、人々は感染対策を維持しつつもコロナ以前の生活に少しずつ戻り始

めていた。 

 

2．ワクチン大国インド、ワクチン外交を展開する 

新型コロナウイルス感染症の拡大後、各国がワクチン開発に取り組む中、世界のワクチン生産6割を占めてい

るワクチン大国であるインドも力を注いだ。インドの医薬品企業であるバーラト・バイオテックが生産したイン

1. インドにおける新型コロナウイルス感染症の 
現状と日印関係 

The Current status of Covid-19 in India and Japan-India relations 
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ド自前のワクチンであるコバクシンが2021年1月3日にインド政府当局に承認され、1月16日から医療従事者

等3千万人へのワクチン接種が開始された。その後、アストラゼネカ（印製薬会社のセラム・インスティチュー

ト・オブ・インディアがライセンス製造）、スプートニクV（露製）、モデルナ（米国製）、ジョンソン＆ジョンソ

ン（米国製）も印国内での使用が承認され、順次接種が開始・調整されている。 

インド国内でのワクチン生産及び接種が進むと同時に、インドは自前のワクチンを利用した積極的なワクチン

外交を展開し始めた。モディ首相は、2021年1月16日の演説で「インドは世界の薬局」、「インドのワクチンは

安くて、扱いやすい。インド・ワクチンは世界を救う。」と述べ、国内供給とともに諸外国へのワクチン供与を表

明した。2021年1月20日以降開始された諸外国へのワクチン供給は、4月22日までにCOVAX経由を含め93

か国及び国連保健従事者に対して合計6637万回分となった。 

  

3．激しい第二波の到来に対応する 

＜急激な感染拡大＞ 

インド政府による積極的なワクチン外交が繰り広げられていた2021年3月下旬、インドを新型コロナウイル

ス感染症の第二波が襲った。同年3月から徐々に増加し始めた1日あたり新規感染者数は、5月7日にピークを

迎え41万人を超えた。病床や医療用酸素が不足し、死者の急増に伴い火葬場も間に合わず、急造の火葬場が各

地に建設された。日本国内でも大きく報じられたこの痛ましい光景は記憶に新しいものと思う。この深刻な第二

波の原因は様々指摘されているところであるが、第一波収束後の医療体制の整備不足、人々の心の中に広がった

油断及びインドで最初に確認された変異株（デルタ株）との見方が広く共有されている。 

＜インド国内及び諸外国の対応＞ 

深刻な第二波を受け、インド国内の各州政府は2020年4月と同様の厳格な措置を実施した。デリー準州では

2021年4月下旬から外出禁止措置が敷かれ、同年6月中旬まで継続された。同様の措置は、デリー準州に限ら

ず感染が深刻であったマハーラーシュトラ州や南部諸州でも実施された。諸外国は、インドからのフライト乗り

入れの停止等の措置を取った。同時に、米国を始め多くの国がインドへの緊急支援を表明した。 

＜日本政府の対応＞ 

(1) 対インド支援 

日本政府も、2021年4月30日に酸素濃縮器300台、人工呼吸器300台をインドに供与することを発表し、

同年5月13日までに同支援の第一陣となる酸素濃縮器300台がインドに空輸された。その後もインドでの感染

状況が悪化する中、日本政府は追加的な無償支援等を矢継ぎ早に発表し、累計、人工呼吸器1800台及び酸素濃

縮器2800台がインド政府に引き渡された。インドが困難に直面した際にこうした形で支援できたことは喜ばし

い。 

(2) 在留邦人保護 

外務省の最重要任務の一つは在留邦人の保護・支援である。本省と在インド日本国大使館で連携しつつ、第二

波を受けたインド在留邦人の支援を実施した。領事メールでの迅速な情報共有に加え、5月2日には、インド国

内の医療提供体制ひっ迫に伴い、日本への一時帰国を含めた対応を検討するよう呼びかける旨のスポット情報を

発出した。また、在留邦人の帰国予定者がPCR検査を安全に受検し、検査結果証明書を速やかに取得できる環

境を整えるため、在インド日本国大使館がインド日本商工会を支援し、同商工会によって5月17日から6月16
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日にかけて、日本に帰国するインド在留邦人専用のPCR検査受診施設が開設された。右期間中に累計約450名

の在留邦人のPCR検査が実施され、円滑な日本への帰国の一助となった。 

(3) インドに対する水際対策強化に係る新たな措置 

新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大に伴い、日本政府は国内における感染拡大防止のため、日本上陸申

請日前14日以内に指定の国・地域に滞在歴がある外国人の上陸を、特段の事情がない限り拒否している。イン

ドについても、2020年5月27日以降、上陸申請日前14日以内にインドに滞在歴がある外国人については、特

段の事情がない限り、上陸が拒否されている。さらに、2021年5月14日以降、インドにおけるデルタ株の感染

拡大を受け、日本上陸申請日前14日以内にインドへの滞在歴がある在留資格保持者の再入国も、当分の間、特

段の事情がない限り拒否されることとなった。 

また、日本への入国に際しての検疫も強化されてきた。2021年3月19日以降、すべての帰国者及び入国者は、

出国前72時間以内の陰性証明書を提出し、入国後は自宅等で14日間待機する等の対応が要請されている。これ

らの措置に加え、インドは、「水際対策上特に懸念すべき変異株に対する指定国・地域」に指定され、インドから

のすべての帰国者及び入国者は、検疫所が確保する宿泊施設で10日間待機することが求められた（8月14日以

降、6日間の待機に緩和）。 

(4) 南西アジア諸国へのワクチン供与 

前述のとおり、インドは2021年1月以降、積極的に諸外国にワクチンを供与してきたが、同年4月以降のイ

ンド国内での深刻な感染状況悪化を受け、国外へのワクチン供給を停止し、インドから有償・無償でワクチンを

確保していた各国にも影響が生じた。インド近隣の南西アジア諸国では、インド製アストラゼネカ社製ワクチン

を用いて第一回目のワクチン接種を実施した国が多く、有効期限内に第二回目のワクチン接種を実施できない国

民を抱える状況に陥った。このような状況の中、日本政府が7月以降実施しているCOVAXを通じた各国への日

本製アストラゼネカ社製ワクチンの供与は、バングラデシュ、スリランカ、ネパール、モルディブといった南西

アジア各国のワクチン需要に応え、各国における感染拡大防止に寄与しており、広い意味で日印両国が連携でき

た好例と言えよう。 

4．第二波の収束、現状 

5月上旬にピークを迎えたインド国内における新型コロナウイルス感染症は、その後、1日あたり新規感染者

数も減少し、油断はならないものの状況は改善傾向にある。本稿執筆時点の8月中旬では、1日あたり新規感染

者数は約3．5万人前後で推移し、デリー準州においては100人を切る日も見られている。同時にワクチン接種

も進み、8月中旬時点で約5億6千万回のワクチン接種（1回目のみを含む）が実施された。今後の更なるワク

チン接種加速化が期待されると同時に、インド国内での感染状況悪化のため停滞しているインドのワクチン外交

（諸外国へのワクチン供与）の再開も注目される。 

 

Ⅱ．コロナ禍における日印関係を振り返る 

新型コロナ感染症の拡大により相互の往来は大きく制約を受け、例年実施してきていた首脳の往来も2018年

のモディ首相の訪日を最後に実現できていない。しかしながら、電話やオンラインの活用とともに、対策を施す

形で対面の会合も追求・実施してきており、上述の第二波を受けた日本政府による対インド支援にも見られるよ

うに、強固な日印関係は健在である。ここでは、過去1年間を振り返り、特に、2020年9月の日印首脳電話会

談、同年10月の日米豪印外相会合、2021年3月の日米豪印首脳テレビ会議、同年5月の日印外相会談について

紹介したい。 

日本政府からの酸素濃縮機引渡しに立ち会う鈴木駐印大使（左） 
（引用：在インド日本大使館Twitter） 
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1．日印首脳電話会談（2020年 9月 10日） 

2014年のモディ首相就任以来、安倍総理とモディ首相との緊密な関係とリーダーシップをベースに日印関係は

大きく飛躍した。両首脳間で最後となったこの電話会談は、お互いの友情と信頼関係を振り返るものとなった。

安倍総理から、ここ数年の日印関係の飛躍的な強化につき、両首脳が「自由で開かれたインド太平洋」のビジョ

ンを実施に移すことができたと述べた。両首脳は、2020年9月9日に日・インド物品役務相互提供協定（日印

ACSA）が署名されたことを歓迎した。 

 

2．日印首脳電話会談（2020年 9月 25日） 

菅総理就任後間もなく実施された初のモディ首相との電話会談である。同電話会談において、両首脳は、引き

続き、「日印特別戦略的グローバル・パートナーシップ」を更なる高みに引き上げていくことで一致した。菅総理

からは、安全保障、経済、経済協力といった二国間協力に加え、「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて

両国で役割を果たしていきたい旨述べつつ、日米豪印をはじめとするマルチの枠組みや国連等での協力等を進め

たい旨述べた。 

 

3．第 2回日米豪印外相会合 

2020年10月6日～7日にかけて、日米豪印の外相が東京に一堂に会し、第2回日米豪印外相会合が実施され

た。基本的価値を共有し、法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序の強化にコミットする4か国は、近年その

具体的な協力を進めている。コロナ禍において4か国の外相が日本で一同に会し、以下に示すような具体的協力

分野について結束を示したことの意義は大きい。 

4か国の外相は、新型コロナウイルス感染症の発生・

拡大に伴って顕在化した諸課題への対応について意見交

換を行い、保健・衛生分野やデジタル経済など新たな国

際ルール作り等の課題について引き続き連携していくこ

とを確認した。また、「自由で開かれたインド太平洋」を

具体的に推進していくため、質の高いインフラ、海洋安

全保障、テロ対策、サイバー・セキュリティ、人道支援・

災害救援、教育・人材育成を始め様々な分野で実践的な

協力を更に進めていくことで一致した。 

 

4．日米豪印首脳テレビ会議（2021年 3月 13日） 

2021年3月には、日米豪印首脳テレビ会議が初めて開催された。それまで閣僚級で実施されてきた日米豪印

の会合が米国バイデン政権発足後初めて首脳級に格上げされて開催されたことは、「自由で開かれたインド太平洋」

を推進していく上でも大変意義深く、内外で大きく報じられた。 

4か国の首脳は、日米豪印は基本的価値を共有し、法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序の強化にコミッ

トしており、4か国の協力を一層強化していくこと、また、法の支配、航行及び上空飛行の自由、紛争の平和的

解決、民主的価値、領土の一体性といった原則を支持することで一致した。4か国の首脳は、日米豪印の下、質

の高いインフラ、海洋安全保障、テロ対策、サイバー・セキュリティ、人道支援・災害救援を始め、様々な分野

で実践的な協力が進展していることを歓迎するとともに、ワクチン、重要・新興技術、気候変動について、それ

ぞれ新たに作業部会を立ち上げることで一致した。その上で、本年末までに対面で首脳会合を開催することで一

致した。 

 

5．日印外相会談（2021年 5月 5日） 

5月5日、Ｇ7外務・開発大臣会合出席のため英国を訪問中の茂木外相は、ジャイシャンカル外相とオンライ

ンで外相会談を行った。茂木外相から、インドにおける新型コロナの深刻な感染状況を受けた我が国の支援とし

て、既に発表した人工呼吸器や酸素濃縮器に加えて、インドのニーズを踏まえつつ、追加的に最大5，000万ド

ル（約55億円）の無償支援を行う用意があることを表明した。また、両外相は、地域情勢について率直な意見

交換を行った。 

第２回日米豪印外相会合（於：東京）（提供：外務省） 
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おわりに 

世界各国でワクチン接種が進む中、対面での外交が徐々に戻りつつある。本年のG7、G20の各種会合はそれ

ぞれ対面で実施された。9月の国連総会も対面も可能となる見通しである。日米豪印4か国は年内に対面の首脳

会合を開催することで一致している。新型コロナ感染症の状況を見極めながら、日印間でも、ハイレベルの往来

を通じた外交を推進していかねばならない。上述のとおり、コロナ禍においても日印関係は着実に深化を遂げて

きた。しかし、対面での外交は、それ自体に代替困難な価値がある。特に、2018年以降実現していない首脳の年

次往来を実現し、コロナ等により不確実性の増す国際環境において両国の強い結束を示すことは、日印両国にと

って極めて重要である。2019年11月に第1回会合が開催された日印外務・防衛閣僚会合（日印「2＋2」）も早

期開催に向けて調整していきたい。こうしたハイレベルの外交に加え、様々な実務レベルでの協議も積極的に進

めていく。 

2022年は日印国交樹立70周年の佳節を迎える。二国間関係を下支えするのは人と人との交流や信頼関係であ

る。70周年という、両国国民の間の交流を更に促進させる上での絶好の機会を逃すことなく、両国の官民で様々

なアイデアを出し合いながら、交流を深めていきたい。 

新型コロナウイルス感染症という目の前の課題にしっかりと取り組みつつも、コロナ後も見据えて、両国間の

協力をあらゆる分野で深化させ、日印関係の更なる飛躍に向けた様々な可能性を検討していきたい。 

  （2021年8月30日） 

◇ インドニュース（2021年 7月）◇ 

1 内政 

【連邦政府】 

7月3日：モディ政権は2期目で初となる内閣改造を行い、新たに加わる43名の閣僚・閣外相による宣誓式が

行われた。外政・内政・財政・国防など重要ポストの閣僚は留任した一方、保健、通信、電子・ＩＴ、鉄道、法

務・司法などの大臣が交代となった。閣僚・閣外大臣の総数はこれまでの55人から77名と22名増加し、閣僚

30名、閣外大臣（専管）2名、閣外大臣45名の構成となった。内閣改造に先立ち、閣内6名、閣外6名の合計

12名が退任した。コロナ第二派の被害を防げなかったとしてヴァルダン保健大臣が退任となり、これまで港湾・

海運・水路（専管）大臣を務めたマンスク・マンダヴィヤ大臣が就任した。コロナによる第二派の際、酸素や医

薬品の供給に物流面から貢献したことが評価されたと報じられている。 

 

【モンスーン国会】 

7月19日：モンスーン国会が開会した。会期は8月13日までの予定。開会に先立ちモディ首相は、議員及び国

会関係者に対し演説を行い、国会における新型コロナウイルス感染症対策の徹底と協力、及び活発かつ平和的な

議論の実施を呼びかけた。 

現地メディアは、19日に開会した下院議会において、モディ首相が新任閣僚の紹介を行おうとした際、コングレ

スなどの野党議員が集まり、燃料高騰に伴う石油製品の減税や新農業法の廃止を求めるシュプレヒコールを上げ、

モディ首相が新任閣僚の紹介を打ち切った旨報じた。ビルラ下院議長は野党議員に対し、「あなたたちも権力を

握っている。議会の品位を下げるべきでは無い、良い伝統を壊す行いだ。インドは最大の民主主義国家であり、

悪い前例を作っている」と訴えたが、野党側の抗議活動は収まらず、上院下院両議会は一時的な休会を繰り返し

た後、終日休会が決定された。 

 

【ペガサス・スキャンダル】 

7月18日：現地メディアは、イスラエル企業ＮＳＯが開発したスパイウェア「ペガサス」が、各国の政治家や記

者、活動家のスマートフォンのハッキングに使われており、ペガサスを使った監視活動疑惑対象者のリストの中

に、40名ほどのインド人ジャーナリストが含まれている旨報じた。 

2. インドニュース(2021年 7月－8月) 

News from India 
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7月19日：現地メディアは、18日に印政府が公式声明を発出し、スパイウェア「ペガサス」に関する報道には

具体的な根拠も真実も一切無いと述べた旨報じた。 

現地メディアは、ヴァイシュナウ情報通信相が、下院議会において、イスラエル企業が開発したスパイウェア「ペ

ガサス」に関する報道を否定し、「インドの民主主義とその確立された制度を悪用しようとする試みであり、（イ

ンド国内でも盛んに報道されている）非常にセンセーショナルな記事には大げさな主張が見受けられるが、その

背後には何の実体も無い」と述べた旨報じた。 

現地メディアは、コングレスがスパイウェアの使用に関し、アミット・シャー内相の辞任と、スパイ疑惑による

モディ首相の調査を要求した旨報じた。ラーフル前コングレス総裁や、アビシェーク・バナジー下院議員、アシ

ョーク・ラバサ元選挙管理委員らの使用していた携帯電話番号が監視活動疑惑対象者のリストの中に含まれてい

る。 

 

【農業法改正】 

7月22日：現地メディアは、農業関連法の撤廃を要求し抗議活動を続けている農民に対し、デリー準州政府が同

市内での抗議活動を許可した旨報じた。農民グループは7月22日から8月9日まで、デリー市内のジャンタル・

マンタルにおいて、一日あたりの参加者数を200名に制限した上で、抗議活動として農民国会（Kisan Sansad）

を実施する。 

7月26日：現地メディアは、ラーフル・ガンディー・コングレス前総裁が、農業関連法の撤廃を要求し、トラク

ターに乗車しモンスーン国会開催中の国会議事堂に向け行進を実施、数名のコングレス党員がデリー警察に一時

的に拘束された旨報じた。 

 

【改正市民権法】 

7月8日：マディヤ・プラデシュ（ＭＰ）州の内務大臣が1988年～2005年にパキスタンのシンド州から同州に

移住したヒンドゥー教徒の移民6人に対し、改正市民権法（ＣＡＡ）の下、インドの市民権を与えた。 

 

【ジャンム・カシミール（ＪＫ）準州】 

7月5日：グプカル宣言のための人民同盟(ＰＡＧＤ)は、6月24日に行われたモディ首相との会談の成果に対し

て失望を表明し、「政治的な理由で拘束されている囚人の釈放など、実質的な信頼構築措置が伴っておらず、2019

年以来行われているＪＫ準州への抑圧を終わらせる具体的な措置が講じられていない」とコメントした。 

7月9日：分離主義者でインド・パキスタン・ＪＫ準州の対話を通じて紛争の解決を提唱している全党フーリヤ

ット会議（ＡＰＨＣ：All Parties Hurriyat Conference）のファルーク代表（Mirwaiz Umar Farooq）が8日に

声明を発表し、信頼とそれを促す雰囲気醸成のため、政府は民主主義の回復と2019年8月以来ＪＫ準州の住民

の権利を失わせている全ての法律を停止し、刑務所や自宅拘禁されている人々を解放することを要求した。同代

表は、特にＪＫ準州の人々は、雇用保証、土地の権利、外部者による天然資源の搾取に不安を覚えている、と述

べた。 

7月13日：最近1カ月の間にＪＫ準州で16人の公務員が準州政権により解雇された。解雇された職員は、ヒズ

ブル・ムジャヒディン（注：カシミール地方のパキスタン編入を目的として設立されたイスラム過激派組織）の

最高指導者サイード・サラーウッディ―ンの二人の息子（医師及び同準州の技能開発部門勤務）や女性教師、警

察官などが含まれている。これに対し、準州政府は「国家の安全保障を脅かしているため」とし、個々の職員に

対する解雇の理由は明確にしておらず、ＡＰＨＣは、権力の乱用であり直ちに取り消すよう求めた。ムフティ元

ＪＫ準州首相も12日、このような行為は犯罪であるとし、インド政府を非難している旨、報じられている。 

 

【ウッタラカンド（ＵＫ）準州】 

7月2日：ラワットＵＫ州首相がモウリャ（Maurya）知事に辞表を提出し、後任にプシャカル・シン・ダーミ

（Pushkar Singh Dhami）氏が第11代首相に着任した。ＵＫ州では、ＢＪＰが政権を獲得した2017年の州議

会選挙以降、首相の交代は2度目となる。 
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【西ベンガル（ＷＢ）州】 

7月5日：プラナブ・ムカジー（Pranab Mukherjee）第13代大統領の息子の、アビジット・ムカジー（Abhijit 

Mukherjee）元下院議員が、所属していたコングレスを離党し、全インド草の根会議派（ＡＩＴＣ）に加わった。

同氏は2019年の連邦下院選挙でＡＩＴＣの候補に敗れており、また、今年5月のＷＢ州議会選挙ではコングレ

スは1席も獲得することができなかった。アビジット氏は、「バナジーＷＢ州首相は、同州議会選挙でＢＪＰの

波を止めたが、同じことが国政でも起きるだろう」とコメントした。 

 

【ウッタル・プラデシュ（ＵＰ）州】 

7月11日：10日にＵＰ州で実施された郡レベルのパンチャーヤト議長（Block Pramukh）選挙において、825

の議長席のうち649名のＢＪＰ所属の候補者が議長に選出されたことに関し、アディティヤナートＵＰ州首相が

歴史的な勝利としてラクナウ市内のＢＪＰ事務所で勝利を祝った旨報じた。 

 

【ゴア（ＧＡ）州】 

7月25日：現地メディアは、24日から25日まで、ナッダＢＪＰ総裁がＧＡ州を訪問し、同州政府の大臣や州議

会議員を含む100名ほどのＢＪＰ関係者と、2022年に控える同州議会選挙に向けた会議を実施した旨報じた。 

 

【カルナータカ（ＫＡ）州】 

7月28日：現地メディアは、26日に辞表を提出したイェドゥラッパＫＡ州首相の後任として、 ボンマイ新州首

相が就任した旨報じた。 

 

【印北東部情勢】 

7月26日：現地メディアは、アッサム州とミゾラム州の州境において、両州の治安維持部隊を中心とした衝突が

起こり、治安部隊及び住民に多数の死傷者が生じた事案が発生した旨報じた。25日深夜、ミゾラム州側住民がア

ッサム州との州境沿いに建てた小屋が何者かにより放火されたことをきっかけに緊張が広がり、その後アッサム

州警察がミゾラム州警察の警備エリアに侵入したことをきっかけとしてこの度の事案発生に至った。シャー内相

は両州の首相に問題解決を指示、両州は問題解決と平和維持に合意した。 

 

2 経済 

7月6日－8日：印外務省とCII（インド製造業連盟）が共催する「インド太平洋ビジネスサミット」がWeb形

式で開催され、そのなかの通商大臣セッションにおいてゴヤル大臣がスピーチを行った。 

主なポイント以下の通り。 

（ア）インド太平洋における繁栄の共有は、コミットメントの共有なしにはあり得ない。インド太平洋で世界の

62％のGDP創出、50％以上の貿易が行われている。インド太平洋は交易・サプライチェーンの中心となる。 

（イ）インドは、透明性・信頼性・信用性の高いサプライチェーン（transparent、 trustworthy、 dependable 

& reliable supply chain）を確保するというコンセプトを支持している。2020年9月の日印豪サプライチェーン

レジリエンスイニシアチブ（SCRI)はその一歩。他の友好国もこの構想に加わる可能性がある。 

（ウ）インドは、コロナ下のロックダウンにおいても IT産業の成長を止めなかったし、サプライチェーンの混

乱も食い止めた。このようなインドの強さは、友好国に対しインドが最も自然で信頼できるパートナーであるこ

とを確信させるであろう。 

（エ）インド太平洋地域では多くの貿易協定が締結されており、関税率は徐々に低下している。非関税障壁を取

り除き、貿易円滑化を進め、国境を越えた財の移動を活性化しなければならない。 

（オ）今後のサービス貿易の見通しを考えると、友好国間でのインド太平洋地域のサービス貿易協定を検討する

必要がある。国内規制の自由化とともに、e-コマースや ITサービスの成長に役立つ。AI分野の若手人材育成や

5Ｇなどの通信分野の投資促進にもつながる。 

（カ）インドは大きな分岐点に立っている。「Aatmanirbhar Bharat」（自立したインド）は内向きではなく、イ

ンドが競争力と比較優位を持って世界と関わっていくことである。インドはそのために品質と生産性（quality and 

productivity）の向上に取り組む。インドは製造業とサービス産業の両立をしていかなければいけない。インド
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はPLI政策により、13セクターに2兆ルピー相当を投じ、製造業においてグローバルチャンピオンを創出する。

研究開発もインドで進めてほしい。 

 

7月12日：インド政府は関税免除措置の見直しに係るパブリックコメントについて、8月10日を期限として募

集を開始した。 

＜対象品目概要＞ 

 すべての避妊具、洋上での原油探査に関連する物品、風力発電用ブレード、肥料工場用物品、発電所改修用物

品、半導体ウェハー及び液晶ディスプレイ製造用のプリント基板、タブレットコンピューター用部品等。 

 

3 外交 

（印・露関係） 

7月7－9日：ジャイシャンカル外相が露を公式訪問した。同外相は、印露外相会談において、コロナ禍における、

ロシアからの四度にわたる支援に感謝を表明し、スプートニク・ワクチンの生産と使用で協力している旨述べた。

また、年次の印露首脳会談は本年中に開催予定であり、本年4月の首脳電話会談で合意された印露2＋2協議も、

本年中に開催予定である旨言及された。その他、原子力、宇宙、エネルギー、防衛等やロシア極東における協力

を重視する旨述べられ、マルチの枠組みやアフガニスタン等地域情勢について議論した。インド太平洋について、

印露はＡＳＥＡＮ中心性の重要性で一致し、インドはＩＰＯＩ（インド太平洋イニシャティブ）を重視、インド

太平洋におけるロシアの積極的プレゼンス増加に期待が表明された。 

 

（印・イラン関係） 

7月7日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相が7日、ロシア訪問の往路でイランに立ち寄った旨発表した。

ザリーフ・イラン外相と会談したほか、次期イラン大統領に選出されたライシ師と面会し、モディ首相からの親

書を手交した。 

 

（印・ジョージア関係） 

7月9－10日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相が9日から10日までジョージアを訪問した旨発表した。

ザルカリアニ・ジョージア副首相兼外相と会談した他、ズラビシヴィリ・ジョージア大統領を表敬した。ガリバ

シヴィリ首相と面会し、共同記者会見を行った。また、ゴアで発見された17世紀のケテヴァン女王の聖遺物を

返還した。 

 

（印・越関係） 

7月10日：インド外務省は、7月10日にモディ首相がチン・ベトナム首相と電話会談を行った旨プレス・リリ

ースを発表した。モディ首相は、両国が、開かれた、包摂的で、平和で、法に基づくインド洋地域のビジョンを

共有しており、インド・ベトナム包括的・戦略的パートナーシップが地域の平和、発展及び繁栄に貢献できるこ

とを歓迎した。モディ首相は、インドの新型コロナウイルス禍第二波における、ベトナムからの支援に感謝した。

両首脳は、2022年の外交関係樹立50周年を適切な方法で祝うことで合意した。モディ首相はチン首相に対して、

インドを公式訪問するよう招待した。 

 

（印・米関係） 

7月10日：米ホワイトハウスが7月9日、ガーセッティ・ロサンゼルス市長を次期駐印米大使に指名した旨報

じられた。米上院における承認手続きを待つことになる。 

7月15日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相がタシケント連結性会議のサイドラインで、ハリルザド米ア

フガニスタン担当特別代表及びシャーウッド＝ランドール米国土安全保障担当大統領補佐官と会談した旨発表し

た。 

7月27日－28日：27日及び28日、ブリンケン米国国務長官がインドを訪問し、モディ首相を表敬したほか、

ジャイシャンカル外相やドヴァル安全保障担当補佐官と会談を行った。 
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（印・キプロス関係） 

7月12日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相がフリストドゥリディス・キプロス外相と電話会談を行った

旨発表した。キプロスにおける最近の情勢や人の移動を含む新型コロナウイルス禍下でのインドとキプロスの協

力について議論した。 

 

（上海協力機構関係） 

7月13日－14日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相が13日から14日まで、ＳＣＯ（上海協力機構）外

相会合出席のためにタジキスタンのドゥシャンベを訪問した旨発表した。ＳＣＯ外相会合に出席し、アフガニス

タン、公衆衛生、新型コロナウイルス禍からの回復等について議論した他、ＳＣＯ外相アフガニスタン・コンタ

クト・グループに出席した。またサイドラインにおいて、アトマル・アフガニスタン外相、カミロフ・ウズベキ

スタン外相、パンドール・南ア外相、王毅中国国務委員兼外交部長、ムフリッディン・タジキスタン外相と会談

を行った他、ラフモン・タジキスタン大統領を表敬した。 

 

（印・モルディブ関係） 

7月14日：インド外務省は、モディ首相がソーリフ・モルディブ大統領と電話会談を行った旨プレス・リリース

を発表した。ソーリフ大統領はモディ首相に対し、新型コロナウイルス禍におけるインドからの協力及び支援に

感謝を表明した。両首脳はモルディブにおけるインドが支援するプロジェクトをレビューした。モディ首相はシ

ャーヒド・モルディブ外相が次期国連総会議長に当選したことを祝福した。 

 

（印・アフガニスタン関係） 

7月15日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相がウズベキスタンのタシケントで、タシケント連結性会議の

サイドラインにおいて、ガーニ・アフガニスタン大統領を表敬訪問した旨発表した。アフガニスタン及び周辺情

勢を議論した。インドは人道的支援を継続し、15万トンの小麦を提供する旨述べた。 

7月23日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相がアブドッラー・アフガニスタン国民和解高等評議会議長と

インドで面会した旨発表した。米軍撤退を前にアフガニスタンにおける暴力が激化する中、アフガニスタン情勢

を議論した。 

 

（印・ウズベキスタン関係） 

7月15日－16日：7月16日、インド外務省は、ジャイシャンカル外相が15日から16日まで、タシケント連結

性会議出席のためにウズベキスタンのタシケントを訪問した旨発表した。連結性に関する演説を行った他、サイ

ドラインで、モメン・バングラデシュ外相、トレウベルディ・カザフスタン外相、ボレルＥＵ上級代表等と会談

し、ミルジヨーエフ・ウズベキスタン大統領を表敬した。 

 

（印・ネパール関係） 

7月19日：インド外務省は、モディ首相が、ネパール首相に任命され信任投票に勝利したデウバ氏と電話会談を

行い祝福を伝えた旨プレス・リリースを発出した。両者は、印・ネパール間の特別な友情を支える、唯一無二の、

数千年に渡る人的繋がりを想起しつつ、全ての分野で二国間協力を強化することで合意した。特に新型コロナウ

イルス対策の文脈で協力と協調を強化する方法を議論した。 

 

4 日印関係 

7月15日：インドのヴァラナシ市において、モディ首相臨席のもと、日本の無償資金協力によって建設された「ヴ

ァラナシ国際協力・コンベンションセンター」立ち上げ式が開催され、菅義偉内閣総理大臣がお祝いのビデオメ

ッセージを寄せた。 

7月20日：オンラインで開催された第1回「日印フォーラム」において、茂木敏充外務大臣がビデオ・メッセー

ジを発出した。同フォーラムには、ジャイシャンカル印外相ほか、日印両国関係者が参加した。 
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◇ インドニュース（2021年 8月）◇ 

1 内政 

【モンスーン国会】 

8月1日：現地メディアは、モンスーン国会開会後2週間が経過したが、野党による妨害の為、予定されていた

議事時間の内で通常に機能したのは107時間中18時間（上院は54時間中7時間、下院は53時間中11時間）

のみであり、13億3千万ルピー相当の税金の損失につながったと報じた。 

8月11日：当初の予定より2日早くモンスーン国会が閉会した。 

8月12日：議会省は、モンスーン国会の閉会及びその成果に加え、議会進行を妨げた野党を糾弾する異例の内容

のプレスリリースを発出した。今次モンスーン国会の成果は以下のとおり。 

今月の注目点：インド「ヴァラナシ国際協力・コンベンションセンター」立ち上げ式における 菅総理大臣の

ビデオメッセージ 

1 7月15日、インドのヴァラナシ市において、モディ首相臨席のもと、日本の無償資金協力によって建設さ

れた「ヴァラナシ国際協力・コンベンションセンター」立ち上げ式が開催され、菅義偉内閣総理大臣がお祝い

のビデオメッセージを寄せました。 

 

2 同ビデオメッセージにおいて、菅総理大臣は、日印友好の証として建設された「ヴァラナシ国際協力・コ

ンベンションセンター」の完成に祝意を表し、同センターが、国際会議や、文化・芸術行事などの開催を通じ、

緊密な日印協力の舞台として用いられ、日印友好の新たなシンボルとなることを期待する旨述べました。 

 

3 また、「特別戦略的グローバル・パートナーシップ」の下、グリーン、デジタル、サイバー、保健、連結性

強化などの協力をはじめ、日印関係の更なる発展に取り組んでいく旨述べました。 

今月の注目点 2：第1回「日印フォーラム」における茂木外務大臣ビデオ・メッセージの発出 

7月20日、第1回「日印フォーラム」がオンライン形式で開催され、茂木敏充外務大臣からビデオ・メッセー

ジを発出しました。概要は以下のとおりです。 

 

7月20日にオンラインで開催された第1回「日印フォーラム」において、茂木敏充外務大臣がビデオ・メッセ

ージを発出しました。同フォーラムには、ジャイシャンカル印外相ほか、日印両国関係者が参加しました。 

茂木大臣は、メッセージの中で、「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けた日印両国に対する世界の期待

が高まっている、ポスト・コロナも見据え、両国は、貿易・投資の拡大、サプライチェーンの多元化、ハイレベ

ルな経済ルール作りにおいて、主導的役割を果たしていく必要がある旨を述べました。また、「日印フォーラム」

において、将来の日印関係を更に飛躍させるための活発な議論が行われることへの期待を述べました。 

ポイント 

○2021年のモンスーン国会は、7月19日（月）に開会し、当初の予定より2日早い、8月11日（水）に閉会、

17日間の会期となった。 

○会期中、22本の法案が上下両院で可決された。その中には下院で可決された、2021～22年度の補正予算及び

2017～2018年度の超過助成金の補正予算を含む。 

○会期以前に交付された大統領令4本が法案として可決された。 

○上下両院で可決された重要な法案は以下のとおり。 

（1）経済・ビジネスの円滑化 

・課税法（改正）法案（The Taxation Laws (Amendment) Bill, 2021） 

・一般保険業（国有化）改正法案（The General Insurance Business (Nationalization) Amendment Bill, 2021） 

・預金保険信用保証機構（改正）法案（The Deposit Insurance and Credit Guarantee Corporation (Amendment) 

Bill, 2021） 

・有限責任事業組合（改正）法案（The Limited Liability Partnership (Amendment) Bill， 2021） 
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【連邦政府】 

8月15日：モディ首相はデリーのレッド・フォートにて独立記念日の演説を行い、インド独立100周年に向け

た様々な取り組みを打ち上げた。 

 

【野党】 

8月20日：現地メディアは、コングレスを中心とした19の政党がオンライン会議を開き、2024年に予定され

る総選挙に向けた野党の団結につき協議した旨報じた。会議にはソニア・カンディー・コングレス総裁、バナジ

ー西ベンガル州首相（ＡＩＴＣ党首）、タークレー・マハーラーシュトラ州首相（シブ・セナ党首）、スターリ

ン・ドラビダ進歩連盟党首ほか、革命社会主義党（ＲＳＰ）、国民主義会議派（ＮＣＰ）、インド統一ムスリム

連盟（ＩＵＭＬ）、インド共産党マルクス主義派（ＣＰＩ（Ｍ））などの政党から指導者が参加した。 

 

【農業法改正】 

8月6日：現地メディアは、ラーフル・ガンディー前コングレス総裁ほか11名の野党指導者が、デリー市内ジャ

ンタル・マンタルにおける農民による抗議活動に参加した旨報じた。同前総裁は記者団に対し、｢今日、全ての野

党が一丸となり農民を支持し、農業関連法の撤回を要求することを決定した、我々は全国の農民に全面的な支援

を行いたい｣と述べた。 

 

【ジャンム・カシミール（ＪＫ）準州】 

8月2日：現地メディアは、2019年8月5日にＪＫ州（当時）のカシミールの「特別な地位」を認める憲法第

370条を無効とする決定がなされてから3年目を迎えるにあたり、ラダック連邦直轄領のカルギル地区及びレー

地区の代表者が、州権と憲法上の保護措置を求める声を上げた旨報じた。 

 

【アッサム（ＡＳ）州とミゾラム（ＭＺ）州】 

8月5日：アッサム（ＡＳ）州とミゾラム（ＭＺ）州の両州政府は、7月26日に両州の州境において両州の治安

維持部隊を中心とした衝突が発生し、治安部隊及び住民に多数の死傷者が生じた事案に関し、両州間の境界線付

近に存在する緊張を取り除き、話し合いによって紛争の永続的な解決策を見出すための取り組みを歓迎する旨の

共同声明を発出した。また、現地メディアは、ＡＳ州政府とナガランド（ＮＬ）州政府が両州間の州境問題解決

・ファクタリング規制（改正）法案（The Factoring Regulation (Amendment) Bill, 2021） 

（2）運輸 

・海洋航行援助法案（Marine Aids to Navigation Bill, 2021） 

・内陸船舶法案（The Inland Vessels Bill, 2021） 

・インド空港経済規制庁（改正）法案（The Airports Economic Regulatory Authority of India (Amendment) Bill, 

2021） 

（3）教育 

・食品技術・起業・管理に係る国立研究所法案（The National Institute of Food Technology Entrepreneurship 

and Management Bill, 2021） 

・中央大学（改正）法案（The Central Universities (Amendment) Bill, 2021） 

（4）社会正義改革 

・憲法（第127次改正）案（The Constitution (One Hundred and Twenty-Seventh Amendment) Bill, 2021） 

・少年司法（子どものケアと保護）改正法案The Juvenile Justice (Care and Protection of Children) Amendment 

Bill, 2021） 

・憲法（指定部族）規定（改正）法案（The Constitution (Scheduled Tribes) Order (Amendment) Bill, 2021） 

○上院議会は、｢新型コロナウイルス感染症パンデミックの管理、ワクチン接種政策、第3波到来の可能性と課

題｣及び｢農業問題とその解決策｣の2つの問題について、短時間審議したが結論は出ていない。 

○「2021年審判所改革（合理化と勤務条件）法案（The Tribunals Reforms (Rationalization and Conditions of 

Service) Bill, 2021）及び、保留となっていた「2012年女性のわいせつ表現（禁止）改正法 (The Indecent 

Representation of Women (Prohibition Amendment Bill, 2012) は、両院それぞれで否決された。 
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に向けた協議を実施した旨報じた。今後、リオＮＬ州首相率いる特別委員会が設置され、両州の州境問題につい

て調査を行い、3か月以内に報告書が提出される模様。 

8月23日：現地メディアは、先日州境間の安定に向けた共同声明を発出したＡＳ州とＭＺ州間において再び緊張

が高まっている旨報じた。21日、ＭＺ州警察が同州内の建設現場から建設資材を盗んだ疑いでＡＳ州警察を提訴

（翌日に提訴を取り下げ）、22日、ＡＳ州は州境を超えてＭＺ側が橋を建設している件を非難した。 

 

【ウッタル・プラデシュ（ＵＰ）州】 

8月17日：現地メディアは、ＵＰ州法律委員会が「ＵＰ州人口（抑制・安定・福祉）法」の草案を、同州首相府

に提出した旨報じた。同州法案は1組の夫婦が2人以上の子どもを持つことを制限し、同州における人口増加抑

制と福祉の向上を目的としている。同法に従った夫婦は、土地や家を購入する際の助成金や、公共料金の払い戻

し、医療費・保険料の一部無料化、奨学金の付与、優先的な入学許可、追加昇給（公務員の場合）などの優遇を

受けられるが、従わない場合、政府給付金の需給や、自治体選挙への立候補、公務職への応募が禁止される。同

法案が成立した場合、官報掲載日から1年後に施行される。 

8月22日：現地メディアは、19日から21日にかけてコングレス党員がＵＰ州内の3万5000の村、900万人以

上の人々を訪問し、村人の抱える問題を聞き取る為の大規模なアウトリーチプログラムを実施した旨報じた。今

回のプログラムで判明した問題は、来年の同州議会選挙での同党のマニフェストに盛り込まれる模様。 

 

【西ベンガル（ＷＢ）州】 

8月12日：現地メディアは、バナジーＷＢ州首相が10月にローマで開催される国際平和会議に招待されたと報

じた。招待状は、ローマに本拠を置くカトリックの聖エジディオ共同体（Community of Saint Egidio）の代表

者から送られ、ローマ教皇やドイツのメルケル首相も出席予定であり、招待状には、バナジー州首相が10年以

上に渡り、社会正義、インドの発展と平和に貢献してきたことが評価された旨、記載されていたと報じている。 

 

【ナガランド（ＮＬ）州】 

8月13日：現地メディアは、ＮＬ州の国民民主進歩党（ＮＤＰＰ）とＢＪＰによる連立政権に、野党のナガラン

ド人民戦線（ＮＰＦ）が合流、野党不在となる方向で協議が行われている旨報じた。ＮＬ州では、ＮＰＦが連立

政権を組んでいた2015年にも当時野党であったコングレスが与党連合に合流し、野党不在の時期があった。 

 

【ビハール（ＢＲ）州】 

8月24日：現地メディアは、クマールＢＲ州首相が、ヤダブ国民人民党（ＲＪＤ）党首、及びＢＪＰ関係者を含

む同州の10政党の代表者と共に、モディ首相に面会し、全てのカースト情報の把握を目的とする国勢調査（Caste 

Census）の実施を訴えた。（注：10年に一度実施される、インド国勢調査では、カーストに関する情報も集め

られているが、調査票には「指定カースト（ＳＣ）」と「指定部族（ＳＴ）」の項目しかなく、長年に渡り「そ

の他後進的諸階級（ＯＢＣ）」に関する情報は集計されてこなかった。Caste Censusが実施された場合、留保

制度の適応対象の変化や、特定コミュニティーからの留保枠の拡大要求、野党による抗議活動などが予想され与

党は慎重に検討を進めている。） 

 

【マハーラーシュトラ（MH）州】 

8月25日：現地メディアは、ナラヤン・ラネ連邦中小零細企業大臣が、タークレーＭＨ州首相に対する名誉棄損

の疑いで逮捕された旨報じた。23日、ラネ大臣は、タークレー州首相が過去に行った演説の際にインドの独立記

念日を失念した事に言及し、「（ラネ大臣が演説の場にいたら）タークレー州首相の事をきつく叩いていただろ

う」と発言、この発言に対しシブ・セナ党が州各地で訴えを起こし、犯罪被害報告書（ＦＩＲ）登録がなされ、

逮捕につながった。なお、ラネ大臣は同日中に釈放されている。 

 

2 経済 

8月6日：インド準備銀行（ＲＢＩ）は、4～6日にかけて行われた金融政策決定会合の結果を公表し、市場予測

の通り、政策金利は4．00％で据え置いた（7会合連続）。また、経済見通しについては、新型コロナ第2波の
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収束やワクチン接種の加速により繰越需要による持続的な回復が見込まれることや、政府による経済政策パッケ

ージの効果により需要が刺激されること、他方で世界的な一次産品価格の高騰と金融市場のボラティリティが主

なリスクになりうることを考慮し、2021年度のＧＤＰ成長率を前回6月の金融政策決定会合の予測である9．5％

で据え置いた。 

 

3 外交 

（印・アフガニスタン関係） 

8月4日：現地メディアは、ジャイシャンカル外相が3日、アトマル・アフガニスタン外相と電話会談を行った

旨報じた。アトマル外相は、タリバンによる暴力行為及び残虐行為を止めるため、国連安保理緊急会合の招集を

提案した。 

8月15日：現地メディアは、インド政府が、タリバンからの脅威や迫害を恐れている人々を難民認定する可能性

を報じた。政治指導者や活動家、人権活動家、メディア関係者、少数民族、インド政府に協力したことのある者

などが難民認定される可能性がある。 

8月17日：現地メディアは、在アフガニスタン印大使館の館員総員192名がインドへ帰国した旨報じた。館員

は、2機のインド空軍C-17輸送機で2つのグループに分かれて16日と17日に帰国した。 

8月22日：現地メディアは、インド空軍航空機により、100名以上のインド人と約20名のアフガニスタンのシ

ーク及びヒンドゥー教徒のグループがカブールから朝早くに離陸した旨報じた。また、インド政府は同日、異な

る地点から3便の航空機より329名のインド人を含む約400名を避難させた。 

8月26日：インド外務省は、同日カブールで発生した爆発を強く非難する声明を発表した。 

 

（印米関係） 

8月17日：現地メディアは、16日にドヴァル印安全保障担当補佐官が、サリバン米国家安全保障担当大統領補

佐官と電話協議を行った旨報じた。両補佐官は、アフガニスタンの状況を協議した。 

8月18日：現地メディアは、17日にジャイシャンカル外相がブリンケン米国務長官と会談した旨報じた。ジャ

イシャンカル外相は、カブールからインド人を退避させるにあたり、米国の支援を求めた。 

8月29日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相がブリンケン米国務長官と電話会談を行った旨発表した。ア

フガニスタン及び国連安保理における議題について議論した。 

 

（印露関係） 

8月24日：インド外務省は、モディ首相がプーチン露大統領とアフガニスタンの動向について電話会談を実施し

た旨発表した。双方は、印露という戦略的パートナーが協力することが重要であるとの見方を表明し、それぞれ

の政府高官に連携し続けるよう指示した。 

 

（印パ関係） 

8月13日：インド外務省は、パキスタンのハイバル・パフトゥンハー州で先月起きたバス爆破事件をインドが実

施したとクレーシ・パキスタン外相が発言したことに関し、報道官声明を発表し、クレーシ外相の発言を「馬鹿

げたコメント」とし、「パキスタンが流す嘘やプロパガンダはほとんど相手にされないであろう」と反論した。 

 

（印・モルディブ関係） 

8月27日：現地メディアは、インドがモルディブと広域マレ連結性プロジェクト（Greater Male Connectivity 

Project)の契約に署名した旨報じた。首都マレと隣接するヴィリンギリ島、グルヒファルフ島やティラフシ島を

結ぶ6．74キロメートルの橋と道路を建設するために、インドは1億米ドルの資金供与と4 億米ドルのライン・

オブ・クレジットの提供を行った。 
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（印・ベトナム関係） 

8月18日：現地メディアは、インド海軍及びベトナム海軍が南シナ海で共同訓練を行った旨報じた。これには、

水上戦、射撃及びヘリの運用が含まれており、インド海軍艦艇は、15日にカムラン湾に寄港していた。両国海軍

間の訓練協力は、近年増加傾向にある。 

 

（印・ＡＳＥＡＮ関係） 

8月4日：インド外務省は、ジャイシャンカル外相が印ＡＳＥＡＮ外相会合に出席した旨発表した。ジャイシャ

ンカル外相はインド太平洋に関するＡＳＥＡＮアウトルック（ＡＯＩＰ）とインド太平洋海洋イニシアチブ（Ｉ

ＰＯＩ）の間の共通性を強調した。 

 

（日米豪） 

8月2日：インド国防省は、印海軍が8月上旬から2か月、東南アジア、南シナ海、及び西太平洋に軍艦を派遣

する旨発表した。日米豪との共同訓練マラバール2021への参加や東南アジア諸国との共同軍事演習を行う。 

8月26日：インド国防省は、印海軍が26日から29日まで、海上自衛隊、米海軍、豪海軍とともにマラバール

2021のフェーズ1後段（sea phase)に参加する旨発表した。 

 

（国連） 

8月8日：現地メディアは、8月に安保理議長国を務めるインドが国連安保理緊急会合を招集し、アフガニスタ

ンでの暴力の激化に関するステートメントを発表した旨報じた。また、インドは「アフガニスタンの平和のため、

この地域の聖域を直ちに解体し、テロリストのサプライチェーンを断ち切らなければならない」旨述べた。 

8月9日：現地メディアは､8月に安保理議長国を務めるインドが、海洋安全保障に関する安保理会合をオンライ

ンにて開催した旨報じた。安保理が海洋安全保障を正式なテーマとする初の会合としてモディ首相が議長を務め

た。プーチン露大統領、ケニヤッタ・ケニア大統領、チン越首相、ブリンケン米国国務長官に加え、英、仏、ニ

ジェール、エストニア、ノルウェー、メキシコ、アイルランド、セントビンセント及びグレナディーン諸島は本

国から閣僚級が出席（中国は国連常駐代表臨時代理（次席常駐代表））。安保理議長声明が発出された。 

8月18日：現地メディアは、インドが議長を務めた国連安保理のテクノロジーと平和維持活動に関する会合にお

いて、年初にインドが提案した国連平和維持部隊に対する犯罪の説明責任を確保する決議が全会一致で採択され

た旨報じた。また、同会合で採択された安保理議長声明では、平和維持活動へテクノロジーを利用することに重

きが置かれた。 

 

（アジア海賊対策地域協力協定（Reccap）情報共有センター（ISC）） 

8月5日：インド外務省は、インド沿岸警備隊ナタラジャン長官がアジア海賊対策地域協力協定（Reccap）情報

共有センター（ISC）次期事務局長に選出された旨発表した。同長官は21か国の締約国中3分の2となる14票

を獲得し、2022年から同ポストに就任予定。 

 

（ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）） 

8月6日：インド外務省は、シン外務副大臣がＡＲＦ外相会合にオンラインで出席した旨発表した。議長国ブル

ネイの下、シン副大臣はインド太平洋、テロの脅威、海洋領域におけるＵＮＣＬＯＳの重要性、サイバーセキュ

リティに関するインドの視点を発信した。 

 

（ＢＲＩＣＳ） 

8月24日：インド外務省は、ドヴァル安全保障担当首相補佐官が、第11回ＢＲＩＣＳ国家安全保障当局代表者

会議をオンラインで主催した旨発表した。 

 

4 日印関係 

8月6日：インド連邦下院議会にて、広島・長崎の原爆被害者を追悼するビルラ下院議長発言及び下院における

黙とうが行われた。本行事は、1985年以降35年以上にわたりほぼ毎年実施されてきている。 
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今月の注目点：独立記念日に際してのモディ首相の演説 

 

8月15日、モディ首相は、独立75周年となる独立記念日に際し、デリーのレッド・フォートでヒンディー語に

て演説を行った（全体で88分の演説）。下記2言及の「インド独立100周年に向けた取り組み」が全体の基調と

なっており、そのための様々な取り組みを打ち上げる形となっており、それらを踏まえてモディ首相は演説終盤

に、25年後のインド独立100周年の機会に誰が首相であれ、その首相は今日75周年の機会から行われた取り組

みの成功を振り返るであろうと述べていた。 

 なお、新型コロナウイルスの影響を受け、昨年同様規模を縮小した形で実施された。 

 

1 冒頭 

（1）二種の国産ワクチンにより、5億4,000万人がワクチンを受けた。 

（2）東京オリンピックでアスリートが成し遂げた成果は、若い世代に勇気を与えた。 

（3）今後、8月14日を「分離独立の際の犠牲者を偲ぶ記念日」とする。 

2 インド独立100周年に向けた取り組み 

（1）首相による国家マスタープラン「ガティ・シャクティ（スピードと力）」を近日中に発表、インフラの近代

化に向け、全体的かつ統合的なアプローチを行う。 

（2）世界レベルのインフラ整備と発展のため「最小限の政府、最大限のガバナンス」を目指す。 

（3）インド独立100周年に向けた新たなスタートであり、次の25年間で新しいインドを創る。 

（4）世界レベルのインフラ整備を進め、「自立したインド」を目指す。 

（5）インド発展のスローガンである「発展に向けた全員の団結と信頼（Sabka Saath, Sabka Vikas, Sabka 

Vishwas）」に加え、今後は「全員の挑戦（Sabka Prayas）」が重要。 

3 ジャンム・カシミール（JK）準州及び北東部 

（1）JK準州では選挙の実施に向けた準備が進んでいる。 

（2）北東部は、観光、有機農業、ハーブ薬、オイルポンプなどの分野で可能性あり。インド他地域との心理的・

インフラ双方の連結性は向上しており、間もなく、北東部全ての州都が鉄道で結ばれる。 

（3）アクト・イースト政策のもと、バングラデシュ、ミャンマー、及び東南アジア各国との結びつきも強化され

ている。 

4 農業・農村振興 

作物保険制度の改善や、最低支持価格（MSP）の増加等、小規模・零細農家への支援のほか、農畜産物輸送に特

化した「農民鉄道（Kisan Rail）」や新設の協同組合省により農業分野の支援を強化する。 

5 輸送 

近年中に75本の特急鉄道が国内各地を結ぶ。航空機輸送や、新空港の建設が前例のないペースで進行中。 

6 製造業 

（1）最先端のイノベーションとテクノロジーを駆使し、世界レベルの製品の製造と輸出に注力。国民の協力が不

可欠と呼び掛けた。 

（2）初の国産空母「ビクラント（INS Vikrant）」の試験航行、独自の戦闘機や潜水艦の製造、及び有人宇宙船「ガ

ガニャーン（Gaganyaan）」計画につき言及。 

（3）メイド・イン・インディアの質と評判を向上させる。 

7 ガバナンス強化 

官僚向けにデジタルでの能力開発プログラムを開始する。 

8 教育と女性支援 

（1）士官学校への入学準備教育機関（Sainik School）に女性も入学できるようにする。 

（2）女性の自助グループ（SHG）の作った製品を取り扱う e コマースプラットフォームを設立する。 

9 環境とエネルギー 

（1）深海調査研究事業(Deep Ocean Mission)による鉱物資源や熱エネルギーの利用に期待。 

（2）グリーン水素(Green Hydrogen)の世界的な生産輸出拠点にする「国家水素ミッション」を発表。 

（3）自動車と鉄道の100％電化、インド鉄道は2030年までに二酸化炭素排出量をゼロにする目標を掲げている。 
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©福岡アジア文化賞委員会 

 

◆ 10月 13日（水）パラグミ・サイナート氏による市民フォーラム 

[民衆の歴史文書館をつくろう～インド発、NGOジャーナリズムの挑戦] 

アジア文化への貢献をたたえる「福岡アジア文化賞」今年の大賞受賞者 パラグミ・

サイナート氏（インド・ジャーナリスト）によるオンラインフォーラムです。 

開催日時：2021年10月13日（水）／17:00～18:30 

会場等：オンライン配信（YouTubeライブ配信） 

申し込み：福岡アジア文化賞ウェブサイトよりhttps://fukuoka-prize.org/ 

申込締め切り：2021年10月10日 

言語：同時通訳（日本語または英語 選択） 

モデレーター：竹中千春氏（立教大学法学部教授 日印協会理事） 

共催：九州大学 お問い合わせ：E-mail：31acprize-pl@convention.co.jp 

 

◆ 11月 7日（日）「シヴァ神へ捧ぐ 宇宙を舞ふ花々」 

インド古典舞踊 × 日本画 のコラボレーション 

日印協会会員、モヒニアッタム舞踊家、丸橋氏の公演です。モヒニアッタムとは南

インド、ケララ州の伝統舞踊です。美しさと優雅さが凝縮された踊りとして世界に知

られています。モヒニは「この上もなく魅惑的な」、アッタムは「踊り」を意味し、美

しい女性が神々を魅了する様を踊りとして表現しています。 

日時：11月 7日（日）13時半開場 14時開演  場所：座高円寺２ 

主催：ケララ企画  後援：杉並区 公益財団法人日印協会   

応援：インド大使館 

出演者：丸橋広実 https://www.mohini-jp.net/   

出品者：渥美靖子（日本画） 

料金：前売 4000円 「日印協会会員です」とメールにお書き頂くと、前売3500円になります。  

当日 4500円 学割 3000円 （いずれも全席自由席） 

チケット取り扱い：ケララ企画 keralakikaku@gmail.com     詳細は封入のチラシをご覧ください。  

（4）2030年までに450GWの再生可能エネルギー導入目標のうち、100GWは達成済。 

10 その他 

インドはテロリズムと拡張主義の抑制に取り組んでいる。その義務を果たすために防衛準備の強化が必要。 

3. イベント紹介 Japan-India Events 

https://fukuoka-prize.org/
https://www.mohini-jp.net/
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今号より数回にわたり、日印協会役員の「私がお薦めするインド関連書籍」のご紹介を掲載いたします。 

 

 前田專學氏 （日印協会顧問 東京大学名誉教授 中村元東方研究所理事長兼東方学院長） 

§『人類の共生と平和の尊びを求めて―寛容に生きるスリランカ宗教の超克思想を考える―』 

著者：釈 悟震 出版社：白峰社  ISBN 978-4-938859-36-7 

さる2021年7月16日、野生司
ノ ー ス

香雪画伯の功績を記念するインド大使館主催の式典が、ヴィヴェーカーナンダ

文化センターで開かれた。その折サンジャイ・クマール駐日インド大使が開

会の挨拶をされ、ブッダが五人の弟子に初めて教えを説いたヴァーラーナシ

ー市サールナートにある初転法輪寺に画伯が描いた仏伝壁画の歴史的重要性

が強調され、現在法輪寺では、インド大菩提会の協力の下で、経年劣化した

壁画の保全作業が行われていることが報告されている(『月刊インド』2021

年7月8月合併号、pp. 13-14)。  

ここに紹介する本書は、インドではなく、隣国のスリランカで起きた事件

について書かれている。しかし後述するようにその影響がインドに及び、イ

ンド大菩提会の成立とサールナートの初転法輪寺の建立と直接に関わってい

るばかりではなく、わが国の仏教と仏教研究に直接的・間接的に大きな影響

を与えた状況とも関係している。 

その事件とは、スリランカの西海岸の一村落パーナドゥラー(Pānadurā)

で、1873年8月26日と8月28日の2日間わたって、キリスト教の宣教師

及び牧師と、スリランカの一人の仏教僧モーホッティワッテ・グナーナンダ(Mohoţţiwatte Guņānanda 1823-1890)

との間で「キリスト教か仏教か」を巡って、一万人の聴衆の前で行われた討論である。 

このスリランカのほんの片田舎で起こった論争はスリランカの人々に仏教徒としての自信と誇りを呼び起こし

たばかりでなく､中村元博士によれば「一つの大きな世界思想史的な動きの波動」(『現代インドの思想』〔中村元

選集［決定版］〕第32巻、春秋社、1999，p.310)と見なしうるものであったのである。 

それは一つには若き有能なスリランカ人、アナーガーリカ・ダルマパーラ(Anāgārika Dharmapāla 1864-1933)

がこの論争に出席していたこと､今一つはアメリカ・ニューヨークに神智学協会を設立したオルコット大佐(Henry 

Steel Olcott 1832-1891)が、この論争を記録した英訳を読んで大いに感激してついに仏教信者になったことであ

る。 

オルコット大佐は、ブラヴァッキー夫人を伴って、スリランカに来島し､1880年、共に五戒を受け、6月にス

リランカに仏教学校創設のためにBuddhist Theosophical Societyを、1881年に仏教日曜学校を開設、同年『仏

教教理問答』を出版した。驚くべき事にこの『仏教教理問答』の復刻が1886年に京都で出版され､同年日本語訳

も出版された。 

当時日本では1868年明治政府の神仏分離令によって仏教は外来の宗教として排斥されていた。仏教界ではそ

の対応策をスリランカやヨーロッパに求め、1876年南條文雄などの有能な若い僧をヨーロッパに派遣していたの

である。 

東京帝国大学では、オルコットの影響で原坦山
タンザン

が1887(明治20)年東京帝国大学の仏教の講義を「印度哲学」

と改め、今日の近代的な仏教研究の基礎を置いた。オルコット大佐は日本側の求めに応じて、愛弟子のダルマパ

ーラを伴って1889年に来日し､76回の講演を行い､明治期の仏教復興運動に刺激を与えた。 

しかもサールナートの初転法輪寺は、インドの仏跡が荒廃しているのを見て、仏教復興の志を抱き、1891年に

大菩提会(The Mahābodhi Society)を設立した前述のダルマパーラ により1931年に建立された。 

著者釈悟震博士は、つとに先の討論の持つ意義に着目し、中村元博士監修の『キリスト教か仏教か―歴史の証

言―』を1995年に出版した。その後も30余年後の今日に至るまで、多忙な日々の中、機会を見つけては現地の

4.私がお薦めするインド関連書籍 第一回 

India Related Books JIA Officers Recommend 
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人々と会い、貴重な情報や資料を収集し、思索を重ね、纏められたのが本研究である。この度乞われて、副題を

「寛容に生きるスリランカの思想」と改め、山喜房仏書林から発売されることになった。 

 

本の購入をご希望される方は「山喜房仏書林」（http://sankibo.jp/）まで。寄贈していただきましたので協会事

務所での本貸し出しも可能です。（編集子） 

 

 江田 仁氏 （日印協会監事 元三菱重工インド代表） 

§『真の独立への道 （ヒンド・スワラージ）』 

著者：Ｍ．Ｋ．ガーンディー  訳者：田中敏雄 

出版社：岩波書店 （岩波文庫） ISBN4-00-332612-1 

本書はそのタイトルのとおり、マハトマ・ガーンディーが独立運動の一環と

して著わしたものであるが、その中身は全人類に適用されるものが多々ある。 

なかんずく第六章「文明の哲学」と第十三章「真の文明とはなにか」は正に

全人類へのメッセージである。 

ガーンディーのメッセージを、今日の最大の問題、即ち、人類存亡を左右す

る気候変動問題の解決策を考える上での「ベンチマーク」として、一読される

ことを推奨したいと思う。 

気候変動の主な要因は温室効果ガスの増大である。それは人類の近代文明の

歩みと軌を一にしている。 

ガーンディーは近代文明そのものに反対であり、その理由を明確に記してい

る。ガーンディーの理想を実現することは、ほぼ不可能と思われるが、全人類

一人一人が常にそのベンチマークを意識して毎日の生活を営むことが出来れば、その効果は大なるものがあると

思われる。 

私が「ヒンドゥ・スワラージ」を知ったのは、インド近代史・南アジア地域研究で著名な長崎暢子 東京大学名

誉教授の著書「ガンディー 反近代の実験」（岩波書店）がきっかけであった。 

同氏はその著書の中で、「・・・アジアの民族運動は、国民国家の独立をめざしたのだ、と考えられていた。私

もそのころは、そんな風に考えていたと思う。その単純な考えがまったく間違いだったと思い知ったのは、ガン

ディーの『ヒンドゥ・スワラージ』を読んでからである。そのほとんど出だしのところで、衝撃をうけた。我々

はイギリス人のいないイギリスを造るのではない、と書かれてあったからである。」と書いている。 

さて、そのヒンドゥ・スワラージであるが、ガーンディーが1909年イギリスより南アフリカへ戻る船の中で、

10日間と言う短い時間に、自身の母語のグジャラーティー語で一気に書き上げたものである。ガーンディーが

40歳の時の書であるが、「激動の30年を経ても自身の見解が何ら変わらない」と後年書いていることからガーン

ディーの一貫した思いの書であることが分かる。 

私は、インド駐在時にガンディー記念館にて買い求めた「Hind Swaraj or Indian Home Rule」（英語版）を読

んだが、インドの歴史と文化に疎い者としてすんなりとは理解することが出来なかった。ただ、自身の信じてい

た世界のあるべき姿とは真逆のことが書かれていることに驚くと共に、この小冊子に書かれていることが理解出

来なければインドとインド人を理解することは出来ないのではないかと確信に似た思いを持つこととなった。 

駐在を終え帰国した後も同書に書かれていることがずっと気になっていた。偶然に頭書書籍が発行されたので、

再度読むこととした。訳者は東京外国語大学名誉教授で、『ヒンドゥ・スワラージ』をグジャラーティー語から平

易な日本語に翻訳したのみならず、一般人にも理解できるよう丁寧な注釈と解説を付して理解を促している。英

語版より日本語訳の方がすんなりと理解出来ると思う。 

2500年前に釈尊が弟子達を連れて上った山の頂にて、「見よ、地球は燃えている。欲望の炎に包まれている」

と言ったと伝えられている。今、正に地球は温暖化の影響から文字通り世界各地で大規模な山火事が起こってい

る。欲望を加速させる近代文明が招いている問題を、ガーンディーは100年以上前に指摘し、欲望の制御が必要

だと唱えたことを我々は、今真摯に受け止める必要があるのではなかろうか。  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%97%E3%82%A2%E3%82%B8%E3%82%A2
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 笹田勝義氏 （日印協会業務執行理事・常務理事） 

§『深い河 DEEP RIVER ディープ・リバー』 

著者：遠藤周作  出版社：講談社（講談社文庫） ISBN 978-4062632577 

私が前職の民間会社にてインドに関わり始め、インド駐在を命じられたのが、

30年近く前のことであった。その時に薦められたインドを知る本が、著名な小

説家 遠藤周作が書いた『深い河 Deep River ディープ・リバー』であった。

最初に読んだインドに関わる本である。この小説は、毎日芸術賞を受賞し、映

画化もされた作品でもあり、多くの方々が読まれて、映画を鑑賞されたことで

あろうと思う。 

私はインド駐在を経験して、インドに興味を持たれる方には、必ずお薦めす

る本である。この記事企画で、インドに深く関わりのある方々が薦める書籍の

多くは、ある意味でインドの専門的書籍であろうと思うが、私は、この機会に

少し柔らかい小説をご紹介したい。 

著者の遠藤周作は、インドに特段の縁があったわけではなく、彼の心のテーマであった「キリスト教と日本人」

を表現する為に、インドの主宗教であるヒンズー教を背景としての人間の心の在り方、生き方をインドの聖なる

河、全てを包み込むガンガーを描きつつ、登場人物の人生を描写している。本来であれば、著者の狙いも宗教論

に乗っての読者の解釈を求めているのかもしれないが、私はインドを知るための知識として、この本を薦めたい。

その理由は、遠藤周作はインドでの生活経験が無いが、実にインド人の感性と社会慣習、風景を見事に表現して

いることである。何度もインドに足を運んで周到な準備をした由であるが、その成果が素晴らしく表されている。

「インドとは住んでみなければ分からない国」と私は常々言っていたが、その心を砕く描写である。 

既に日本人の心からは薄れつつあるが、『深い河』の第一章から、インド人（ヒンズー教徒）が常に心に描く『輪

廻転生』がいきなり描かれている。この章をどう捉えるのかは読者次第ではあるが、私にとっては衝撃であった。

インド人の理想をいきなり叩きつけられた印象であった。 

章を追うごとに、登場人物の複雑な人生が見事に表されているが、行間には、インド社会、宗教観、風景があ

らゆる個所に秘められている。インドを知りたい人には、間接的に、インド人の心と慣習を学ぶことが出来ると

言える。宗教観での論議も大切ながら、私の僅かなインド経験から察して、「日本人の目で見たインド人」が巧み

に描かれていると、感服するとともに、インドを紹介するには最適な書籍と言える。 

後日談ではあるが、映画化された『深い河』に主演した秋吉久美子は、ガンガーにて沐浴し、口を漱ぐ場面で、

撮影当時体調が極めて悪かったにも拘らず、日本人には極めて汚れていると映るガンガーの水（人間の死体や荼

毘にふされた後の散骨、種々のごみが流れているので、たちどころに体調不順が現れるであろうが）を掬い、口

に含むシーンを躊躇することなく演じたのは、さすがに大女優と大変な評判であった（撮影当時に出演していた

エキストラの話）。 

人生論的観点ではなく、インドを知る、また私が深い感銘を受けた著書として、この『深い河』をお薦めした

い。同様にインドを知る本として、沢木耕太郎著、『深夜特急』を薦めたい。機会あれば、ご紹介したいと思う。 
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＜ 次回の『月刊インド』の発送日 ＞  

次回10月号の発送は、2021年10月15日(金)を予定しております。 

チラシの封入をお考えの方は、日程をご確認のうえ事務局までご連絡下さい。チラシを封入する際には、当該

催事の協会会員に対する割引等特典の配慮をお願いしております。チラシ印刷の前にご一考下さい。また、イン

ド関連イベントの後援も行っております。申請方法などお気軽にご連絡ください。 

＜ 編集後記 ＞ 

今月の表紙は、さる7月15日に北インドのウッタル・プラデシュ州ヴァラナシに、日本の無償資金協力によ

り建設された、ヴァラナシ国際協力コンベンションセンター（VCC）の完成式典の様子を掲載。安倍総理（当時）

が2015年にヴァラナシ訪問の際に建設が決定されたもので、セレモニーでは菅総理のビデオメッセージと、鈴

木哲駐印大使、松本勝男JICAインド事務所長（8月に帰国）らがリアルで出席した。コロナ禍にもかかわらず

モディ首相が、外国要人と並んで壇上で同席することや記念撮影は極めて異例で、特別な配慮がなされた。また

会場周辺には、入場できない市民が千人以上押寄せた。松本JICA前所長によれば、館内でモディ首相が、訪日

時のパネル写真を見ながら、鈴木大使に当時の感想を感慨深く話したとのこと。 

メイン記事は、この度就任された外務省南西アジア課の長谷部 潤課長に、インドの新型コロナウイルス感染症

の状況について寄稿をお願いした。長谷部課長の下で、最近まで在印大使館で邦人保護の任に当たり、この5月

のインドの感染爆発のさ中に帰国、引き続き本省で邦人の帰国と日本でのワクチン接種に貢献されるなど多忙の

中、菊池将稔前書記官が中心に執筆くださったことに謝意を表したい。月ごとのインドニュースも、南西アジア

課の江口美幸氏とともに旬な情報を提供頂いている。 

また新企画として、協会の役員の方々に、インドに関わる書籍の紹介をお願いした。初回は、日印協会顧問で

東京大学名誉教授 中村元東方研究所理事長の前田専學氏ほかを掲載、以後数回にわたり紹介していく予定。 

（編集人）
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 入会随時受付中  

日印協会は、1903年、長岡護美、大隈重信、澁澤榮一の3名が中心となって創設されました。以来、日印の相互理解の

促進を目的として、両国の友好親善に関する事業を行ってきました。 

現在の協会の活動は、当協会の活動に賛同下さる会員の皆様からの会費によって支えられております。今後もより良い活

動を続けるために、当協会の活動にご賛同いただける法人･個人のご入会を歓迎致します。 

インドに関心をお持ちのお知り合いの方がいらっしゃいましたら、是非日印協会をアピールして下さい。ご希望により、

当協会の活動に関する諸資料をお送りいたします。日印協会の活動に賛同して頂ける多くの法人会員･個人会員のご入会をお

待ちしております。 

☆年会費: 個人           １口(8,000円)から ☆入会金 個人 2,000円 

学生           １口(4,000円)から 学生 1,000円 

一般法人会員   １口(100,000円)から 法人 5,000円 

特別法人会員   １口(150,000円)から       (一般法人、特別法人会員共に)  

 

 



 

 

 

 


